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今日の私たちの暮らしは，大量生産・大量消費 ・ 大量廃棄のサイクルのなかで成立している.こう
した快適で便利な生活の背後で，製造過程でも毎日の生活の中でも大量の廃棄物が排出され続けてい
る.したがって，現代社会の中では，廃棄物を処理し，処分する施設が不可欠で、ある . 他方，最近，
処分場中の廃棄物が原因となる環境汚染が各地で問題になっており ， 廃棄物の処理 ・ 処分施設が地域
社会にとって迷惑な施設と見なされていることも否定できない.こうした迷惑施設が身近なところに
建設された場合には，いっそう忌避傾向が強くなり， N1MBY 症候群1) と呼ばれたりもする(村山，
1999, p.43). 
本稿では， 前稿(田中 ・ 伊藤， 1999) にヲ | き続き，廃棄物のうち，産業廃棄物，すなわち産業活動
に関わって発生する廃棄物に関する問題をとりあげ，とくに，処理 ・ 処分する施設と地域社会との関
係に焦点をあてる .
廃棄物の一部は再資源化に固され，その他のうち有害なものは無害化され，害のないものはそのま
まで，減量化の処理を受け，最終的に残ったものが埋め立てられる(鍋島他， 1997) . この埋め立て
処分を行う場所が最終処分場である . 産業廃棄物最終処分場については，従来から指摘されている周
辺環境への汚染の問題に加えて，最近，次の 3 つの問題がよく議論されるようになった . 第一の最も
緊急な問題は「処分場不足J である.これは，現在の処分場で廃棄物を埋め立てることのできる余地，
つまり残余容量が急激に減少していること(厚生省， 1996 , p .96) だけでなく，処分場の新規立地が
極めて難しくなっていることも意味している . 第二は 「地元処分の原則j である . これは，廃棄物を
排出する当該の都道府県から他の都道府県へ産業廃棄物を搬出することを制限し，地元に所在する施
設で処理と処分を行うというものである . この原則が徹底されるようになると ， 各都道府県毎に必要
な処分場を確保しなければならなくなる.第三は ， I処分場と地域社会との共存」である . この問題
には，周辺環境の保全という 側面だけでなく，周辺住民の理解や信頼を得ることも含まれる.前者に
関しては適正かつ合法的な廃棄物処分を行って環境負荷を軽減する努力が不可欠であるし，後者につ
いては環境調査の継続的実施やその結果の情報開示， 管理責任の明確化といったことが関わってくる .
こ うした産業廃棄物最終処分場をめぐる一般的な社会状況と，産業廃棄物最終処分場が迷惑である
が必要な施設であるという事実とを踏まえると，地域環境にも地域社会にも調和し共存できるような
産業廃棄物最終処分場の在り方を考えることが必要になる.本稿では，福井県内に所在するいくつか
の産業廃棄物最終処分場をとりあげ，周辺住民や，処分場経営業者，行政，三者それぞれの立場や相
互の関係について，実態を報告する . さらに，産業廃棄物最終処分場の周辺に現に住んでいる住民と，
そうではない一般住民の意識との相違点や共通点を探る.これらの調査結果の分析を通じて，産業廃
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棄物最終処分場が地域社会と共存するための方策を検討する.なお，本稿は， 2000年 l 月末時点まで
に行った調査や資料収集に基づくものである .
ll. 福井県内の産業廃棄物最終処分場
産業廃棄物最終処分場を個別に取り上げるまえに，産業廃棄物と最終処分場の種類，ならびに県内
に所在する処理施設の分布について概況を整理しておく .
( 1 )産業廃棄物と処分場について
日本では，廃棄物を適正かつ円滑に処理するために， 1970年から『廃棄物の処理および清掃に関す
る法律』が施行されている (1991年と 1997年に改正) . この法律は，一般には『廃棄物処理法J と呼
ばれている . 廃棄物は，この『廃棄物処理法J によって，排出源と廃棄物の特性に応じて，分類され
ている(第 1 図 ) .廃棄物はまず，放射性廃棄物と 一般の廃棄物に分けられる . 一般の廃棄物は，生
活系廃棄物と事業系廃棄物に分かれる.事業系廃棄物から事業系一般廃棄物を除いたものが，産業廃
棄物である . 産業廃棄物は，環境リスクの程度に応じて， 3 種類に分類され，それぞ、れ，処分の方法
と施設とが決められている . この 3 種類とは，安定型産業廃棄物，特定有害産業廃棄物， その他の産
業廃棄物である .
安定型産業廃棄物は，通常「安定 5 品目 j と呼ばれ， 1""短期間で腐敗して悪臭を出したり，問題と
なる汚水を出したりするはずがない」と想定されている.廃プラスチック，ゴムくず，金属くず，ガ
ラスくずおよび陶磁器くず，建築廃材がこれにあたる.安定型産業廃棄物は安定型最終処分場に埋め
立てられる.安定型最終処分場は，廃棄物が周辺に流出 ・ 飛散しないように，周囲を堤防で囲って埋
め立てすればよいとされており，素堀りや露天掘りなどが多い .
水銀やカドミウム，シアンなどの有害物質を含む燃え殻，汚泥，煤塵 鉄くずは特定有害産業廃棄
物に指定されており，遮断型最終処分場で処分されることになっている . 遮断型最終処分場では，廃
棄物をコンク リ ー ト 中に密封したり ，コ ンクリー ト に練り込めて固定し ， 周辺環境から完全に隔離す
ることが義務づけられている .
安定型産業廃棄物と有害産業廃棄物以外の産業廃棄物が，その他の産業廃棄物にあたる.これは，
汚水は出るものの，問題を引き起こすほどの有害な化学物質や重金属は溶け出さないとされている廃
棄物で，地下水汚染の防止策を施した管理型最終処分場で処分される.処分場の埋め立て地の底に遮
第 1 図 廃棄物の分類.藤井勲 (1992) r廃棄物事業1， p.9 をもとに整理した.
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ヘく処 理〉χ:
第 2 図 産業廃棄物の一般的処理過程 (出典:鍋島他 (1997) W環境工学入門~)
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第 3 図 福井県内の産業廃棄物処理施設の分布.図中の 1 ， II , m, N , Vは調査対象の最終処分場
を示す. (出典:福井県 (1999) W産業廃棄物処理業者名簿~)
水シー ト を張り，廃棄物から浸み出る汚水や，埋め立て地に降った雨水を集めるシステムになってい
る.さらに，集めた水は，処理施設で、水質汚濁法の排水基準を満たす レベルまで浄化した上で，公共
用水域に放流される.
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最終処分場の環境リスクからみれば，遮断型が最も高く，管理型， 安定型の順に低い . しかしなが
ら，長期的また間接的な環境影響を予想することが極めて難しいため， 安定型であっても全く安全と
は断定できないという問題がある(近藤， 1997 ， p. 17, p. 37; 田中 ， 1993 , pp.192-212). 
なお，産業廃棄物は， 発生 ・ 排出の段階から ， 収集 ・ 運搬，中間処理，残誼運搬，最終処分という
一連の過程を経て，処理されることが義務づけられている(第 2 図) . この過程のなかで，脱水した
り，焼却したりといった中間処理を行うのが中間処理施設，また，埋め立てを行うのが最終処分場で
ある(鍋島他， 1997). 
( 2 )福井県における産業廃棄物最終処分場の分布
第 3 図に，福井県内の産業廃棄物処理施設の分布図を示す . 2000年時点で，最終処分場は14箇所あ
る . そのうち ， 安定型最終処分場は12箇所，管理型最終処分場は 2 箇所である(福井県， 1999, pp.95 
-96) . また， 1993年に閉鎖された安定型最終処分場が I 施設， 1998年に廃止された管理型最終処分場
が l 施設ある(福井県廃棄物対策課での聞き取りによる) .福井県内には遮断型最終処分場はない .
環境負荷が高い処理施設(織， 2000, pp. 46-'47) は，人口集中区を避けて建設される傾向がある(週
間東洋経済， 1996 , p. 12) . 福井県内の最終処分場の分布にもこうした傾向が伺えるが，その他，市
街地から遠い山間部に多いこと，敦賀の県境付近に多いこと，の 2 点が特徴的である.現在稼働中の
12の安定型最終処分場のうち， 8 処分場は山間部に，残り 4 処分場は平野部にある . 処分場建設の際，
谷の両斜面を処分場の側壁として利用する(田中(監修)， 1996 , p . 49) と ， 平野部の地面を掘削す
るよりも建設費を安く抑えることができる.なお，平野部にある 3 カ所の最終処分場(安定型最終処
分場 2 施設および管理型処分場 l 施設)は，土砂の採掘場の跡地を利用したもので，建設費は比較的
安く抑えられている . また， 山間部は， 一般に平野部 よ り地価が安い(藤川 ， 1997 , pp.192- 193) ほ
か，過疎化が進行しているところでは世帯数が少なく，高齢化も進んでいる.したがって，住民が管
理しきれなくなって手放す山林を比較的容易に買収できたり(業者への聞き取りによる)，処分場建
第 1 表 調査した産業廃棄物最終処分場の概要.
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設への反対運動も盛り上がりにくいという事情がある . 敦賀の県境付近は山間部でもあるが，近畿圏
や中京圏から近く ， また，産業廃棄物の搬入路に利用される国道 8 号線や161号線も通っていること
などから ， 最終処分場が集中 していると考えられる .
なお ， 最終処分場も中間処理施設も， 相対的に産業活動の盛んな嶺北地方に集まっている.ただし，
中間処理施設は工場に併設されていたり，近接しているものも多く，輸送費削減や交通利便性を意図
した集中立地の傾向があり，市街地を離れて散在する傾向の最終処分場の立地傾向とは異なっている .
m. 産業廃棄物最終処分場をめぐる住民・業者・行政の立場と相互関係
さて，福井県内に所在する産業廃棄物最終処分場の中から，設立や操業の経緯，また，周辺集落と
の関係などの点からみて，特徴的な 5 つのタイプの最終処分場をとりあげ，それぞれの状況や問題を
紹介する.とりあげる 5 タイプは 「過疎山間部の休眠状態の最終処分場J ， I行政訴訟を経て建設さ
れた最終処分場J ， I反対運動の続く最終処分場J ， I地元融和型の最終処分場J ， I公共関与型の最終処
分場J である.それぞれのケースでの，周辺住民，処分場経営業者，および行政の三者それぞれの立
場や相互の関係について，実態を報告する . 今回の調査は，主として，関係者への聞き取りや統計，
報告書，新聞といった文献に基づいている . なお，本稿では，ローマ数字で、各最終処分場を区別し，
分布図にも示している . 全体の調査概要は ， 第 l 表にまとめている.
( 1 )最終処分場 I 一過疎山間部にある休眠状態の最終処分場
最終処分場 I は，福井県北東部の勝山市北谷町谷に立地している安定型の産業廃棄物最終処分場で
ある(第 4 図) .この地区は，石川県白峰村に接する県境近くの山間部の谷合に位置している . 近く
を石川県と勝山市とを結ぶ国道157号線が走り，これが産業廃棄物の搬入路となっている.
北谷町には，河合，木根橋，小原，
谷などの 5 集落がある.農林業センサ
ス集落カードによると， 5 集落の総農
家数は1970年の 149戸から 1995年には
45戸に激減している . いずれの集落で
も過疎化が進行し，高齢者人口率が高
い.これらの集落は，滝波川 とその支
流が形成する谷筋に沿って点在してい
る . 谷筋に沿った平坦地には，水田が
聞かれている . 滝波川の水源は小原に
あり，木根橋，河合を流れて，勝山市
内へと下っている.滝波川 の支流には，
谷地区を流れる奥河内谷の他，おいの
水谷，から谷などがある.勝山市役所
上下水道課で、の聞き取りによると，谷
地区では，集落背後の山地斜面への降
水を集めて飲料水源とし，簡易水道を
敷設し，各世帯に給水している.また，
河合地区では井戸のある家庭も多いが，
洗濯や風呂などには滝波川表流水が利
用されている.
最終処分場 I は ， 1988年に設置が許 第 4 図 勝山市山間部の最終処分場 1. (基図:国土地理
可された . 経営業者は，処分場建設地 院 5 万分の 1 地形図「越前勝山J (平成 5 年発行)
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にこの土地を選定した理由として，山間部で地価が安いこと，国道157号線に近く交通の便が良いこ
と，一般車両の交通量は少ないこと，人口が少ないこと ， といった条件の他，山間部の谷間の地形を
利用できるため，処分場の建設費が低く押さえられることを挙げている .
建設に際して，河合地区の一部住民から反対はあったものの，建設用地の所在する谷地区からは反
対の声は上がらなかったとのことである . 谷地区で反対運動が起きなかった背景には， 前述したよう
な過疎化の進行がある . 谷地区の住民の多くは山林を保有しているが， 人口の減少や高齢化の進行に
よって， 山林管理を放棄した世帯が多く ， 処分場の用地買収に対して，さしたる反対もせずに応じた
ようである(住民への聞き取りによる) . 業者は，数人の地主から山林を買収し，処分場を建設した .
この最終処分場 I の最大の特徴は，操業開始後10年以上が経過しているにもかかわらず， 廃棄物の
埋め立てがほとんど進まず， 半ば休眠状態にあることである . したがって，処分場の残余埋立容量は
建設当時とほぼ同じで，現在も廃棄物の搬入はあまり多くない.業者によると，搬入量が少ないのは，
廃棄物の処理単価が高いためである.廃棄物の処理単価は，行政による適正価格の規定がないため，
各処分場の処理能力や埋立て経費などに応じて ， 業者が独自に設定することになっている . 最終処分
場 I の処理単価が高いのは，他の処分場よりも安全管理に十分配慮した処理方法を採用しているから
とのことであった(業者への聞き取りによる) . この業者は， 他にも中間処理施設や特別管理産業廃
棄物の中間処理施設を経営しており，この最終処分場 I の操業に頼らなくても，十分採算がとれてい
るため，当面，処理単価を引き下げる予定はないそうである .
処分場の操業開始から現在まで， 周辺環境に関する悪影響や被害はほとんどないようである.住民
への聞き取りでも，搬入車両による粉塵被害，廃棄物散乱や交通障害は指摘されなかった . 廃棄物の
搬入がほとんどないため，搬入車両も少ないためと考えられる . 処分場の操業が極めて低調なため，
環境への影響もまだ目立たない. ただし，住民の聞には， 最終処分場 I が谷地区を流れる奥河内谷の
谷合に建設されていることから，処分場から浸出する有害物質が谷地区の簡易水道の水源や滝波川 を
汚染する可能性があるのでは ， という懸念の声もある .
業者は，福井県内の他の最終処分場の残余容量が限界に近づきつつあるし，岐阜県や大阪府など，
県外から産業廃棄物の搬入予定があるので，今後は，たとえ処理単価が高くても，この最終処分場 I
への廃棄物の搬入が増加すると見込んでいる.今後，産業廃棄物の搬入・埋め立てが進んだ場合にも，
周辺環境への影響や住民との間の紛争が生じないようにする対策が求められることになろう .
( 2 )最終処分場 E一行政訴訟を経て建設された最終処分場
山間部にあっても，処分場建設に際し，住民が反対運動を起こした事例もある.最終処分場 E は，
あらち
敦賀市南部の山間部，愛発地区の山中に立地している安定型産業廃棄物最終処分場である(第 5 図). 
愛発地区は，滋賀県マキノ町に隣接し，近くを国道161号線が走っている.この国道161号線は，福井
県外，とくに中京圏や近畿圏からの産業廃棄物の搬入路となっている.
愛発地区内を笠の川の支流である五位川が北流し，この谷沿いに，市橋，疋田，追分など13集落が
所在し，狭い谷の両側には水田が聞かれている . 最終処分場 E は，五位川の最上流部に位置し，水源
に近接している.愛発地区では ， 1963年，集落背後の山地斜面から集水し各戸に供給するシステムの
簡易水道を敷設した . 地区内の多くの世帯はこの簡易水道を利用しているが， 山中や曽々木の集落で
は簡易水道が設置されていないため，地下水を汲み上げ利用している.また，他の集落でも，家庭用
ポンプで地下水を汲み上げ，飲料用に用いている家庭は少なくない(敦賀市天筒水道局ならびに住民
への聞き取りによる). 
聞き取りによると，最終処分場 E がこの山中集落に建設されることになったのは，県外在住の地主
が経営業者に用地を売却したためとのことであった.業者は処分場の建設計画を進め， 1990年から，
福井県に対して建設申請を行ってきた.これに対し，愛発地区住民は設置反対の立場を表明した . と
いうのは，愛発地区では，飲料用に地下水を利用しており ， 五位川両岸には水田もあるからである .
しかも，最終処分場 E には五位川の水源が近接している.住民たちは，地下水や河川水の汚染を懸念
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といったさまざま
( 3 )最終処分場皿ー反対運動の続く最終処分場
前節の最終処分場 E では ， <業者一住民・行政>の対立の構造があったが，本節で紹介する最終処
分場Eの場合，三者がそれぞれに対立する図式が伺える .
最終処分場皿 は， 敦賀市中心部から北東方向の山間部の谷合にある東郷地区にある(第 6 図) . こ
かし まがり うそごう ちこには，安定型と管理型とが近接して設置されている . 東郷地区は，樫曲 ， 越坂，池河内，瀬河内
などの19の集落から構成されているが，安定型最終処分場は瀬河内に，管理型最終処分場は樫曲に立
地 している . 東郷地区を経由する国道476号線が産業廃棄物の搬入路として利用されている .
東郷地区内のいくつかの集落は木ノ芽川 に沿っている.樫曲と瀬河内より上流部には葉原 ， 田尻 ，
新保が，下流部には深山寺， 谷口，大蔵などの集落が並んでいる . 尾根を隔てた池河内には箆の }I I の
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水源がある.河岸の平坦地には水田が広がっている.聞き取りによると，農業用水は木ノ芽川や地下
水から取水されている.樫曲集落では，生活用水に地下水を利用しているが，他の集落で、は簡易水道
が整備されている.また，掘り抜き井戸で地下 4~5m にある地下水層から水を汲み上げ，飲料用
としている家庭も少なくない .
管理型最終処分場は， 1987年に設置が許可された.建設に際しては，住民の一部から強い反対運動
が起きたが，敦賀市側が『廃棄物処理法j に従って遮水シートを利用すれば汚水が浸出することはな
いと説明し，反対運動を押さえて，操業に至ったという経緯がある(住民からの聞き取りによるに
つるが草の根会 (2000) によると， 1988年，地元住民が操業の差し止めを求めたことをきっかけに，
敦賀市と業者間で公害協定を結び， トラックの搬入時間を規制するなど，周辺住民や環境に配慮する
姿勢が示された . その後，管理型最終処分場は， 2 度にわたって増設工事を行ったが，いっそう廃棄
物の搬入を進めたため， 1994年には埋め立て容量の限度に達してしまった.この間，地元住民は，早
期の搬入停止を訴え続けていたにもかかわらず， 2000年に不法搬入が発覚するまで，廃棄物の違法搬
入は続いた . 新聞報道では，福井県もこうした実態を黙認していたと指摘されている(毎日新聞， 20 
00.6.11 ;中日新聞， 2000.9.9). 
不法搬入や不法処分の問題の他にも，周辺集落のなかには，所有山林に廃棄物を無断で投棄された
り，勝手に山を削られるなど，違法行為によって被害を受けた住民もいるという話を何度も聞いた .
処分場建設前も操業開始後も，両最終処分場と周辺地域住民との聞には絶えず紛争が続いている.
その背景には，こうした業者側の違法行為だけでなく，処分場周辺における水質汚染の問題がある.
先述したように東郷地区の住民の多くは，簡易水道や地下水を生活に利用している.また，河岸の平
第 6 図 敦賀市東部の最終処分場 111 • (基図:国土地理院 5 万分の 1 地形図「敦賀J (平成 5 年発行)司
および国土地理院 5 万分の 1 地形図 「今圧J (平成元年発行)
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地で、は水田耕作が行われているし，敦賀平野の生活用水は木ノ芽川水系から取水したものである(敦
賀市天筒水道局での聞き取りによる) . 両最終処分場が木ノ芽川上流部に位置していることや，地下
水の流動状況が把握しづらいことから ， とりわけ下流部の集落の住民の間では，生活用水の水質への
不安が強い . 2000年には，県の水質調査により木ノ芽川で環境基準を超えるシアン3)，セレン4)，ダイ
オキシンが検出された . 2000年 7 月と 8 月には，つるが草の根会の依頼を受けて，これらの最終処分
場からの排水や浸出水の水質検査が行われ，自然水の性質では見られないような高伝導度，高塩素イ
オン，悪臭，発泡，黄褐色の着色などが検出された(坂巻他， 2000). 住民によれば，木ノ芽川から
悪臭が漂ってきたり，アマゴなと1炎水魚、が激減したりを，水環境の変化はいろいろなところで発生し
ているという.また，最終処分場Eの地下を通る北陸トンネルの内壁数箇所から水が漏出し，壁面が
赤く変色し，悪臭が漂うこともあった . J R の労働組合福井県支部がこの水を検査し， トンネル内の
他の湧き水の10倍の電気伝導率を示したと報告している(県民福井， 2000 . 6 . 13). 電気伝導率の高さ
は，水に含まれる不純物の多さを示している.この北陸トンネル周辺には木ノ芽川の支流，西谷川が
流れており，下流部には谷口，余座などの集落がある. しかしながら，こうした水環境変化と最終処
分場E との因果関係が明確に立証されているわけではない.
水質以外の問題もある.住民によると，国道476号線を経由しで池河内に至る 山道が最終処分場E
に隣接しているため，夏や風の強い日などは悪臭が漂うとのことである.この山道はトラックの搬入
路であるが，道幅が狭いため対向車両のすれ違いが困難で，たびたび交通障害が発生しているという.
これまで報道されているうように，この最終処分場田 は，申請から建設に至る時期にも，操業中に
も，住民ならびに行政との問で種々の紛争を繰り返している . 福井県は，こうした問題は，操業休止
中の現在も，未解決のまま，宙に浮いた状態となっている . 不法搬入の問題だけでなく，処分場周辺
環境への影響に関する問題について，それらの経緯や詳細な現況調査を実施して，早急に適切な措置
を執る必要に迫られている.聞き取り調査を通じて感じた印象では，周辺住民の不信感は大変根強く，
その不信感は業者に対してだけでなく，これまでの操業中，被害を訴えても十分に取り合ってくれな
かった行政へも向けられている.
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間処理施設も併設されており， 1998年からは特別管理産業廃棄物中間処理業務も行っている.
周辺住民への聞き取りによると，建設計画時には，櫛川地区での反対運動はなく，操業中の現在も，
地域住民との間で特に問題は生じていない . また，最終処分場町では，櫛川地区をはじめ敦賀市内の
住民が働いている .
廃棄物の一部は，愛知県や静岡県などからも搬入されているが，この最終処分場町で処理される産
業廃棄物の 9 割は福井県内で排出 されたものである.経営業者によると，処分場の規模がそれほど大
きくないため，地元の廃棄物を優先しているとのことであった.
1999年に『ダイオキシン類対策特別措置法上が施行された(富井他， 1999, pp . 132- 133) ため ， 規
制基準を満たす機能を持つ焼却施設を建設するため，最終処分場町では，高額の設備投資を行った(業
者への聞き取りによる).そのため廃棄物の処理単価を引き上げることになったという話である.こ
の最終処分場Wに限らず，中規模の処理業者のなかには，埋立て許容量が限られているため，中間処
理技術を向上させ，最終処分量を減量化することによって，処分場の延命措置を図ろうとする者がい
る . しかしながら，民間企業では，法改正に応じた設備投資や水質管理，諸検査などにかかわる経費
負担が大きい(近藤， 1997 , p.33; 井熊， 2000 , p. 15) .この最終処分場町の経営業者は， 最終処分
場増設を検討したこともあったが，昨今では地元の同意が得にくく，行政許可を得るのも容易でない
ため，当面，増設予定はないとのことであった.
この最終処分場町は，比較的，櫛川地区に無理
なく定着している処分場といえる.主に県内，す
なわち地元の廃棄物を優先的に処理していること，
また，周辺環境に目立った影響を与えていないこ
と，地元雇用を行っていることなど，さまざまな
点で，周辺地区と比較的融和していると評価でき
る . ただし，業者による環境対策(たとえば，ダ 1 ノ
イオキシン対策など)が経営を圧迫する要因であ
ることは否定できず， 今後，法規制がより厳しく
なったりすると，こうした最終処分場が存立困難
になることも十分予想できる.
( 5 )最終処分場V一行政関与型処分場
これまで紹介したのは，すべて民間業者が経営
する最終処分場であったが，これらとは経営体制
の異なる最終処分場が，福井港に接するテクノポ
ート福井内にある(第 8 図) .この最終処分場V
には，安定型と管理型の最終処分場が併設されて
いる . 県廃棄物対策課によると ， この最終処分場
V は， 1978年に福井県と福井市が共同出資し財団
法人として設立され，福井市臨海部の開発事業の
一環として建設されたものである.操業の実務面，
すなわち廃棄物の処理及び施設の補修などは業者
に委託され，行政と業者とによって共同経営が行
われている.最終処分場Vの敷地内には，中間処 第 8 図
理施設もある.
この最終処分場Vの周辺には，米納津，白方町
などの集落と水田が広がっているが，周辺住民と
の直接的な関わり合いはないようである .
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「福井J (平成 2 年発行) ，および国土
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3 年発行)
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最終処分場Vでは，原則として，福井県内の事業者から排出された廃棄物のみを扱っている .搬入
される廃棄物の多くは下水処理によって発生した汚泥である . 施設内の中間処理施設において脱水，
減量化され，管理型最終処分場で埋め立てられる . 中間処理によって脱水された水は，同テクノポー
ト内の下水処理施設において処理される .
谷合に造成された最終処分場と比べると，臨海の平野部に立地する最終処分場Vの建設費は割高で、
あった . さらに，テクノポートという埋立地に建設されているため，この最終処分場Vの海抜高度は
周辺地域よりも低く，埋立て地内の遮水シートが地下水の圧力を受け，浮き上がるといった問題もあ
る(操業担当業者への聞き取りによる) .したがって，この対策にも費用がかかる . これらに加え，
この最終処分場では， r廃棄物処理法』の規制よりも厳しい自主基準を設けて廃棄物を処理している
ため，中間処理や最終処分に要する廃棄物処理単価が県内の他の処分場より高くなっている(業者へ
の聞き取りによる) .いろいろな点で，経費の割高な最終処分場といえる.
1997年の『廃棄物処理法J 改正に伴い，廃棄物の処理に関して排出事業者の処理責任が明確化され
たことで，製造業者は，従来よりいっそう，安全かつ適正に廃棄物を処分する必要性に迫られるよう
になった.また， 1998年10月，マニフ ζ ス ト制度5)が導入され，廃棄物の処理フローの届出が義務づ
けられるようにもなった.こうした情勢から，最近，中間処理施設と最終処分場の併設されている最
終処分場V に産業廃棄物の処理を委託する県内業者が増加している(業者への聞き取りによる) • 
この最終処分場Vの特徴は，何よりも「公共関与型j の経営方式を採用していることと，法律改正
や新しい制度導入に対応した処理技術や手続きを迅速に取り入れていることの 2 点である.後者の特
徴は，福井県と福井市の共同出資という財政基盤があり，経営が比較的安定していることによって，
可能とな っているとも考えられる .
N. 産業廃棄物最終処分場に関する住民意識
( 1 )最終処分場周辺の住民意識
今回の調査では，県内 5 カ所の最終処分場の周辺地区で聞き取りを行ったが，住民の話に共通して
いたのは，次の 2 点であった . まず，最終処分場に対する不安感，とくに影響が目に見えにくい川や
地下水，地下の土壌などの汚染への不安で、ある.第二点は，経営業者や行政に対する不信感である.
業者に対しては，どんな廃棄物が実際に運び込まれているのか，廃棄物の処理や処分の方法は本当に
安全で適正か，といった疑問の他，住民への同意の取り付け方が強引である，管理責任を十分果たし
ていない，といった不満など，さまざまな声があった . また，行政に対しでも，住民の訴えをきちん
と取り上げない，住民と業者との調停の役割が十分でない，といった不満を持っている工うであった .
処分場の操業状況や環境調査データなどの情報公開の不十分さも指摘されていた .
こうした不安感と不信感，また，現に身近に処分場が存在するという切迫感から，おしなべてほと
んどの住民の聞で， I絶対に最終処分場は近くにあってもらっては困る」という気持ちが強い .
( 2 )一般住民の意識
これに対して，身近には最終処分場が存在しない地区の住民の意識を調査するために， 2000年 2 月，
アンケートを実施した.対象は，芦原中学校，朝日東小学校，朝日東中学校，この 3 校で、協力してい
ただいた学年の保護者の方々合計423人で，回収数は415 (回収率98 . 3%) であった . 回答者の 8 割は
女性で，年齢層は40代が58 . 6%，次いで30代が37.3%であった.回答の傾向には，男女の差や世代の
違いがほとんどなかったため， 一括して紹介する(第 9 図) .まず，産業廃棄物処分場に関する知識
については，程度の差はあっても「知らないj に属する回答が全体の77% を占めていた . 身近に存在
しないと認識度が大変低くなることがわかる.もしも処分場が身近な存在になりそうなら，という想
定の質問については，意外にも， I計画内容や安全性を考えて決める」という弾力的な回答をした人
が全体の 3 分の 2 と圧倒的多数を占めた.ただし，絶対反対を表明しない柔軟な態度が，産業廃棄物
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産業廃棄物処分場について
知っているかっ
(1. 0¥) 
地元での処分喝建設計画に
対して
「一一一一一一(回答者94人，複数回答)
1 ~ (~.イオキシン
| 環境問題| 悪臭
• | 騒音
反対理由./ l 水質汚染
何が捨てられるのかわからなし
産業廃棄物処理i畠は 1:
現代社会に必要かっ l
イメージが悪L
なんとなく
処分場増段のために必要なことはつ
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わからない
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無回答
20 40 60 
よく知っている
O制
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( 1 ぬ)
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第 9 図 産業廃棄物最終処分場が近接しない地区の住民の処分場に関する意識.
最終処分場の必要性を理解しているからなのか，まだ問題を十分把握できていないからなのかは，判
断しがたい.上記の質問に対して ， 最終処分場建設反対の回答をした人たちにその理由を尋ねたとこ
ろ，予想通り，ダイオキシン，悪臭，騒音，水質汚染といった環境問題が多く挙げられたが， I何が
捨てられているのか分からない」という操業内容への不信感も強いことが明らかである . また，根拠
はないが漠然と「イメージが悪いj という回答もあった . もっとも，身近なところに建設されるのは
反対でも，産業廃棄物最終処分場が現代社会にとって必要な施設であることは，ほとんど (97%) の
人が認めているようである.では，処分場を建設するためにどんなことが必要かという質問に対して
は，不可欠な条件として「技術開発」が考えられていることがわかる . 興味深いのは， I行政」ゃ「住
民j の参画や協力を挙げた回答が少なからずあり，民開業者にだけまかせておく問題ではない，とい
う認識が伺えることである.
このアンケートにみるかぎり，一般住民の意識は，やはりそれほど切迫した問題として捉えられて
いない面はあるものの，環境影響への不安や操業内容への不信感などは，処分場周辺の住民と共通し
ている . また， I必要施設」であるという理解も十分なされており，この点でも 一致している. 他方，
周辺住民とはやや異なるのは，処分場を客観的にみられる立場にあるためか，行政や住民も 一体とな
った最終処分場の計画や運営が明確に提言されていることである . 社会全体で取り組むべき問題であ
るという認識が広まりつつあると思われる.
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v. I公共関与型」最終処分場の可能性
今回の現地調査やアンケー ト 調査に基づいて，産業廃棄物最終処分場に関する住民， 業者，行政，
それぞれの意識や立場を整理すると，以下のようにまとめられる.
まず，住民側には，民開業者の操業に対する不安感 ・ 不信感が強い. その対象も，操業前 ・ 操業中
・操業停止後を通じて，どのような対策がなされているか，適正かつ安全な廃棄物処理が行われてい
るか，正確な情報が公開されているか等，処分場の活動のさまざまな局面にかかわっている.ま た，
不信感が業者だけでなく，行政にも向けられている場合もある .
業者の側では，法律改正に対応した安全で適正な処理 ・ 処分の技術や設備を導入しなけらばならな
いため，経費がかきむし，住民の同意とりつけも難しい上に，責任範囲も拡大する，と考えている.
今回の調査では，費用の点だけでも ， 民間業者で負担できる限界を超えているといった話を何度も聞
いた . 営利企業の活動や開示情報に対する住民の根本的不信感を拭うのは容易ではない.昨今， 最終
処分場の経営者にとりわけ要請されている事柄は ， 住民からの信頼感を得るための対策，ならびに，
今後いっそう厳しくなると予想される，環境負荷軽減のための法的規制への対応である . こうした対
策には ， 多大な資金を要するし，継続的な設備投資や技術改良も必要である . また，環境問題への意
識の高まりや法整備の動向からすると，今後は，あらゆる面で経営者の責任とコストが増大すること
になろう . しかしながら，現実には，こうした経済的負担に耐えられる業者は決して多くないため，
技術改良や設備投資が追いつかないことが多い . こうした状況は，ダイオキシン問題への対応などの
遅れなどにも伺える(井熊， 2000, p. 15) . 
他方，業者を監督指導する立場にある行政の側でも，産業廃棄物の処理 ・ 処分に関する法規制が厳
しくなれば，監督責任も当然、重くなるし，問題が発生したときの対策費もより高額になる . また，環
境問題に対して住民意識が高まってゆく情勢のなかでは，業者と住民の間の調停もさらに難しいもの
になると予想される.したがって，業者に一任するよりも，運営に積極的に関与するほうが，全体の
費用や労力を軽減できる可能性もある.
こうした業者側と行政恨1]， 双方の必要性を満たす方策のーっとして最近注目されているのが，いわ
ゆる「公共関与型J と呼ばれる最終処分場の運営方式である . I公共関与型J の最終処分場の特質は，
経営の安定，積極的な設備投資，安全な操業管理， 明確な責任所在である . これらはいずれも，地域
住民からの信頼を得る上でも極めて重要な要素である . 運営面から見ても，地域社会との協調的関係
の面から見ても， I公共関与型」最終処分場は，より望ましい形態の処分場と評価できる.全国的に
見ても，こうした「公共関与型」が最近増えてきている . 本稿で紹介したテクノポートにある最終処
分場V もその一つである.また，カナダのアルパータ ・ マニトパ両州では，住民発意型の有害廃棄物
処分場が建設されている (村ー山， 1999 , pp . 44-47) . 全国的にみても，今後も 「公共関与型j 最終処
分場はさらに増えると予想される.
VI. おわりに
本稿では，福井県内に所在する産業廃棄物最終処分場数カ所をとりあげ，現地調査を行うと共に ，
アンケート調査も実施して，産業廃棄物最終処分場に関する住民，業者，行政，それぞれの意識や立
場を明らかにした . 住民側には，民開業者の操業に対する不安感 ・ 不信感に加えて，行政への不信感
もあることが明らかにな っ た.他方， 業者や行政の側では，産業廃棄物処理に関する法改正に対応し
た，財政負担や責任拡大に対する重圧がある . この重圧は，環境問題に対する住民の権利意識が高ま
ってゆくなかでは，いっそう厳しいものになると予想される .
その一方で，産業廃棄物最終処分場が，現在も将来も，不可欠な施設であるという認識は，社会全
般に浸透しつつある . したがって，どのような形で地域社会と共存してゆけるか， 実現可能な方策を
探ることが急務である . 現在， これからの処分場の在り方のーっとして注目されているのが，いわゆ
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る「公共関与型」の処分場である . 全国的に見ても，こうした「公共関与型J が増えてきているし，
将来的にも増えていくと考えられる .
これまで，一般の廃棄物の処理 ・ 処分は自治体が，産業廃棄物の処理・処分は民間業者が，それぞ
れ担当してきた . しかし，現実には，民間業者のみで産業廃棄物最終処分場の計画・運営・操業を行
ってゆくには，さまざまな面で限界がきている . I公共関与型」処分場は，産業廃棄物最終処分場が
地域社会と共存していくための選択肢の一つではないだろうか.
我々は前稿(田中 ・ 伊藤， 1999, pp . 93 - 94.) において， 1998年に実施した福井県下の産業廃棄物
最終処分場についての調査に基づいて， I住民理解に関する問題J ， I責任体制ならびに責任継続期間
の問題J ， I環境アセスメントならびに環境調査の問題J ， I情報公開の問題J ， I産業廃棄物に対する理
解の問題J の五つの問題点を指摘した . 第 5 番目の産業廃棄物に対する社会的理解に関しては，今回
行ったアンケート調査をみるかぎり，やや進展がみられるが，その他の問題点についてはそれほど改
善されているとは評価しがたい . こうした問題への取り組みを再度提言することに加え，新たに次の
二点の重要性を指摘して，本稿の結びとしたい.
まず，処分場運営への産官民が連携した処分場運営方法の検討である . 一般的に住民の聞には，実
際に処分場に搬入される廃棄物の内容や処理方法，安全管理に対して，強い不信感がある . これらを
少しでも軽減するための策として，たとえば，上記の民間業者と行政が協力する「公共関与型j 処分
場に，周辺住民が「監査」役として関与する方式などが考えられないだろうか.
第二に，処分場は工業製品ではないが，いわばPL法6) に準じた安全責任を義務づけることである.
環境汚染の問題は，たいていの場合，因果関係が科学的に立証された時には手遅れになっている . し
たがって，通常の専門的知識で十分に予見できる環境影響に対して予防措置を講ずべきこと，また，
地盤環境など少なくとも数十年単位での変動を考慮すべき面への影響にも対処すべきことといった義
務を，処分場経営者が負うという仕組みを確立するために，効果的な法規制の在り方を検討する必要
があるのではないだろうか.
[附記]
本稿は，平成12年度の福井大学大学院教育学研究科社会科教育専修(地理学専攻)における伊藤靖
貴の修士論文「地域社会における産業廃棄物最終処分場一福井県における事例を中心に-J をもとに，
田中和子が加筆・再構成したものである.本研究を進める上で，聞き取り調査や資料収集に際しては，
調査地区の住民や処分場経営業者の方々，また県庁・役場など関連官庁の担当者の方々に大変お世話
になった.また，福井大学地域環境研究教育センター長の服部 勇教授には，本誌に発表の機会を与
えていただくとともに，論文の内容に関しても貴重なご教示を多々いただいた.記して御礼申し上げ
る .
[注]
1 )廃棄物処理をはじめとする迷惑施設に対しては， NIMBY(Not in My Backyard)症候群と呼ばれる
住民意識があるとされている(村山， 1999, p. 43) . 
2 )全国的には，産業廃棄物処分場の建設をめぐる裁判事例はある.例えば， 1991年の栃木県宇都宮
市，北海道札幌市など(近藤， 1997, p.19 , pp.20-21). 
3 )シアン(非鉄金属)は 自然界にはほとんど存在せず，メッキ工場の排水などに含まれる.低濃
度ではめまいや頭痛，高濃度では呼吸停止などの症状を引き起こす物質である.
4 )セレン(金属)は ガラス製造の添加物や半導体の材料として使用される.
5 )マニフェスト制度とは， 廃棄物の排出業者が， 産業廃棄物の処理を委託する際に，廃棄物の種類，
数量，性状，収集運搬業者名，取り扱い上の注意事項を記載した用紙の提出を求められる制度であ
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る.廃棄物の流通や処理方法を自ら把握 ・ 管理するシステムである . 1997年の廃棄物処理法の改正
により，従来の特別管理産業廃棄物のみでなく，産業廃棄物すべてが対象となった(富井他， 1999). 
6) P L 法 (products liability act) とは， 1994年 6 月に日本で制定された製造物責任に関する法律で，
1995年 7 月 1 日以降市場に出まわる製品に適用される.製品の欠陥によ って生じたヒトの生命， 身
体もしくは物品への損害賠償責任は製造者にあることを定めている.製造者は民法で定める契約責
任および過失責任に加えて責任を負うことになる(横山・ 市川 ， 1997, p. 400) . 
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